
様式１ 別添１

公正取引委員会

令和３年度 令和４年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：競争政策の広報・広聴等

001 国際競争組織分担金 平成１７年度 終了予定なし 0.3 0.3 0.3 外部有識者点検対象外 現状通り

海外の競争当局等との連携を推進していく上で
ICNは競争法の分野における国際協力の中心的
存在であり，財政的貢献（3,000ドル）をして
いく必要性は高いことから，引き続き，透明性
を確保しつつ，その使途の適正性を確認してい
くべきである。

0.3 0.3 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見どお
り，現状どおりの事業内容及び要求額を維
持する。なお，分担金の運用について，引
き続き，透明性を確保しつつ，使途が適正
なものであるかを確認していく。

官房 一般会計
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0001 - - - - - 令和元年度対象

002 独占禁止政策に関する地方有識者との懇談会 昭和５４年度 終了予定なし 4 4 0.4 外部有識者点検対象外 現状通り

・新型コロナウイルス感染症の影響が長引くと
も考えられることから，引き続き，対面形式で
の開催が困難な状況が続くということを想定し
て，ウェブ会議形式のデメリットを改善する手
法を検討しておくことが必要と考える。
・委員等が地方の声を聴取することは，今後と
も重要である。地方における公正取引員委員会
の活動等への理解を深めるためには，委員等が
地方に直接赴くことが最も効果的である。

4 4 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見のとお
り，引き続き，本事業内容を維持する。ま
た，懇談会及び講演会は，引き続き，対面
形式での開催を原則とするも，新型コロナ
ウイルス感染症の感染拡大等といった開催
に係る状況変化に適切に対応すべく，ウェ
ブ会議形式での開催を必要に応じて検討・
実施する。ウェブ会議形式で開催する場合
には，地方有識者の発言を促し，積極的な
意見交換の実現に留意する。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0002 - - - - - 平成３０年度対象

003 独占禁止懇話会 昭和４３年度 終了予定なし 2 2 1 外部有識者点検対象外 現状通り

・オンライン開催によるメリット（日程調整を
含む），デメリットの検証を行った上で，コロ
ナ後の対応に備えてもらいたい。
・出席率が高まったのは良い傾向であり，引き
続きこの高出席率を維持するよう努めてほし
い。
・オンラインと対面方式の良い面を取り入れる
べく，ハイブリッド方式の開催を検討してはど
うか。
・引き続き，オンライン開催の活用も合わせ，
有効な事業の遂行が望まれる。

1 1 0 - 現状通り

・令和２年度はオンライン方式で開催した
ところ，対面式で開催した令和元年度と比
較して，出席率が68％から83％に上昇し
た。
　出席率としてメリットが見られた一方
で，意見交換の方法としてオンライン方式
におけるデメリットがないかを検証する。
・できるだけ効果的な開催となるよう，新
型コロナウイルス感染症の収束後の対応も
見据えて，開催方式の検討を続けていくこ
ととしたい。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0003 - - - - - 令和２年度対象

004 競争政策研究センター 平成１５年度 終了予定なし 23 23 7

・認知度向上のための継続した改善，ネッ
トワークの継続的構築を期待する。（池谷
修一）
・平成28年の行政事業レビューにおいて指
摘されていた，収拾・蓄積した知見の活用
及び社会一般における認知水準の向上につ
いては，引き続き課題として重視していた
だければ幸いである。コロナ禍において対
面からオンラインに移行してシンポジウム
を行ったところ，オンラインのメリットも
見いだすことができた，あるいは海外から
の参加も増えたという趣旨の御説明であっ
た。ポストコロナの際には対面でのイベン
ト開催のメリットが説明できなければなら
ないため，より積極的な論理の補強あるい
は説明を求めたい。（南島和久）
・事業の妥当性等については十分認められ
る事業である。新型コロナウイルスの影響
を受ける中での取組を，今後どのように活
用していくと良いか，公正取引委員会の事
業に対する認知を高め，多くの方との協力
関係を深める観点から，今般の経験を踏ま
えつつ更に検討することが望まれる。（中
村豪）

現状通り

・実務へのより一層の貢献について，どのよう
な方法が適切か引き続き御検討をお願いした
い。
・競争政策研究センターの活動は重要であり，
セミナー開催やディスカッション・ペーパー執
筆等を通じて，活動の充実に努めていただきた
い。
・引き続き，公正取引委員会における理論的基
礎の強化という目的にも目配りしていただきた
い。

28 28 0 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見どおり，事業内容を維持する。特
に，競争政策研究センターの活動の実務へ
の活用及び認知度向上に係る取組を継続す
る。また，オンライン形式によるイベント
等の効果的な実施方法と，新型コロナウイ
ルス収束後の対面イベント開催の必要性に
ついて，十分に検討を行う。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

- 0004 - - - - - その他

005 政府規制・公的制度等に関する検討会議 昭和５５年度 終了予定なし 1 1 0.3 外部有識者点検対象外 現状通り

・特に携帯電話市場における競争政策上の課題
について検討を行い取りまとめた報告書は，政
府全体の携帯電話市場における競争環境整備と
いう重要課題のための必要性の高い取組であ
り，外部有識者との意見交換会は有効であった
と考えられる。
・公正取引委員会のアドボカシー活動の重要性
が指摘されているところであり，本検討会議も
活用しつつ，アドボカシー活動の充実を図るこ
とが望ましい。
・実態調査以外での検討会の活用も視野に入れ
つつ，予算の有効利用を進めることが望まし
い。

0.8 0.8 0 - 現状通り

・行政事業レビュー推進チームの所見どお
り，引き続き本事業を継続することが適当
と考える。一方で，同推進チームの所見を
踏まえ，引き続き，アドボカシー活動の充
実に向けて本検討会議を活用するととも
に，実態調査以外での活用方法についても
検討を進める。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

0005 - - - - 平成２９年度対象

008 広報アドバイザリー事業 平成３０年度 終了予定なし 1 1 0.9 外部有識者点検対象外  現状通り

・必要性・有効性のある事業と考えられ，予算
の限界の中でより有効に活用していくことが適
当である。また，SNSの機能の進化に追従でき
るよう，本事業の継続をお願いしたい。
・（投稿内容に係る）コンテンツのインプレッ
ション数やエンゲージメント数のばらつきは致
し方ないと思うが，引き続き，効果的な発信に
努めてほしい。

1 1 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見のとお
り，効果的な広報活動を行うために本事業
を継続して実施する。その際，本事業で得
られたノウハウを引き続き蓄積するととも
に，アドバイスを有効に活用し，SNSの機
能の進化等に追従しつつ，効果的なSNSの
発信に努める。

官房 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

0008 - - - - 令和元年度対象

施策名：消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

006
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る事
業者向け広報等

平成２５年度 令和２年度 38 38 35 外部有識者点検対象外 終了予定

・８年間の実績を踏まえ，効果的な広報のノウ
ハウが蓄積されたものと考えられ，後世に伝達
していくことが望ましい。
・特定の期間内に幅広い対象に周知を行うため
に，様々な媒体・方策で周知を行った事業であ
ると認識していることから，媒体ごとの効果
等，得られた知見については後に活かせられる
ようにすることはよいことであると思う。

0 0 0 - 予定通り終了 - 経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

- 0006 - - - - - 令和２年度対象

007
消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に係る大
規模書面調査

平成２６年度 令和３年度 455 455 409

・必要性は認められる。また，効率性につ
いても所要の工夫が講じられているものと
思われる。一方で，有効性をどのように説
明するのかが課題。原状回復について定量
的指標として掲げ，説明することはできな
いか。（南島和久）
・本調査自体は目的に照らし，所要の成果
があったと評価する。今回の総括を実施
し，今後の似たないしは同様案件に適用で
きるように纏めて有効利用する事を期待し
ている。（池谷修一）
・事業の必要性については，十分認められ
る。効率性について，過去のレビューを踏
まえて対応している点は評価に値する。今
後，また同様の調査を行うことがあると考
えられるが，その際にどのような形でネッ
ト調査と郵送調査を組み合わせられるか，
今回の知見を活かして検討されたい。（中
村豪）

終了予定

・全国全事業者を対象とするという悉皆調査を
しっかりと効果的に実施した点は評価に値する
と考える。
・協力依頼書面や調査票の記載内容，封筒表面
の記載内容の工夫による回答率向上を類似の事
業でも展開していただきたい。
・インターネットで回答しやすくする工夫を毎
年している点が良い。
・効果的な書面調査の方法について蓄積されて
いると思われるので，下請法の書面調査等にも
そのノウハウを活用していってほしい。
・ネット利用率を高めるための工夫をいろいろ
行ったようであるので，今後の同種の調査にお
けるネット利用の推進に生かしていくことが重
要。

413 0 ▲413 - 予定通り終了

・本事業は今年度限りで廃止となるが，外
部有識者及び行政事業レビュー推進チーム
の所見を踏まえ，本事業を通して得られた
知見を今後の公正取引委員会の書面調査事
業のために残すようにしたい。
・本事業は今年度限りで廃止となるため，
令和４年度概算要求については行わなかっ
た。

経済取引局取引部 〃

（項）公正取引委員会
　（大事項）消費税の円滑か
つ適正な転嫁の確保に必要な
経費

- 0007 - - - - - 最終実施年度

（単位：百万円）

令和３年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和４年度予算概算要求への反映状況調表
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執行
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差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

令和２年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目
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当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
令和２年度
補正後予算額

令和２年度

反映額

事業開始
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(予定)年度

担当部局庁
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執行
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差引き
備　考

反映状況

執行額
会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
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由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
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令和２年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目

施策名：デジタル市場における競争環境の整
備

009
外部専門家を活用したデジタル分野の情報収
集

令和２年度 終了予定なし 16 16 4

・現段階ではやむを得ないところがあると
しても，事業目的が明確でないように思わ
れるところがあることから，今後は事業目
的を明確にしていく必要があるのではない
か（南島和久）。
・事業目的に合致したＫＰＩの設定を含め
て，更なる深耕，継続改善を期待する （池
谷修一）。
・新しい分野での取組となり，手探りのと
ころも多いと思われるが，積極的に知見を
収集し，政策にいかしていくことの重要性
は論を待たない。今後も積極的にこの活動
を推し進めるべきである （中村豪）。
・得られた知見やそれを政策方針にどう反
映していくかなど，分かりやすく，かつ機
動的に情報発信していくことも重要であろ
う （中村豪） 。

現状通り

・外部専門家からのデジタル分野の情報収集は
極めて重要性が高く，必要性が高い。デジタル
分野への競争当局の対応が現下の最大の課題と
なっている中，効率性も踏まえながらもこうし
た取組はどんどん拡大していくべき。
・活動指標の設定の課題はあるが，事業自体の
必要性は十分あり，まとまった予算も確保され
ているため積極的に予算執行していただきた
い。
・事業は今後も必要なものと考えるが，事業の
有効性を第三者が検証できるように，情報収集
が競争促進にどう役立ったのかという視点での
指標設定が望まれる。

6 6 0 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見のとおり，引き続き本事業を継続
することとし，活動指標の設定について
は，事業実施の中で，より適した指標の設
定について検討することとしたい。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

新02 - 0001 - - - - - 前年度新規

010 外部機関を活用したデジタル分野の情報収集 令和２年度 終了予定なし 10 10 6

・デジタル分野の情報収集の意義について
異存はなく，本事業が重要な取組であると
いう点は十分に納得できる（南島和久）。
・本事業は，「外部専門家を活用したデジ
タル分野の情報収集」と事業の目的が同じ
であり，成果も共通しているところがある
ため，二つの事業は，行政事業レビューの
対象としては統合すべきである（池谷修
一，中村豪，南島和久）。

現状通り

・民間のシンクタンクへの調査委託が効果的な
場合には，委託も検討してはどうか。
・成長戦略フォローアップにおいても，デジタ
ル分野における実態調査を引き続き行っていく
こととされており，本事業を活用して，一層効
率的，効果的な調査の実施に努めていただきた
い。
・デジタル分野についての取組は重要である
が，外部有識者の指摘のとおり，デジタル分野
の取組全体で，評価を行い，それを踏まえた柔
軟な事業の見直しが必要。

6 0 ▲6 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見のとおり，引き続きデジタル分野
において，一層効率的，効果的な情報収集
の実施に努めていくが，令和４年度以降に
おいては，「外部有識者を活用したデジタ
ル分野の情報収集」の中でデジタル分野に
おける情報収集を進めることとし，来年度
以降においては，行政事業レビューにおけ
る取組としては，本事業及び「外部専門家
を活用したデジタル分野の情報収集」を統
合することとする。

経済取引局 〃
（項）公正取引委員会
　（大事項）競争政策の普及
啓発等に必要な経費

新02 - 0002 - - - - - 前年度新規

550 550 465 460 41 ▲ 419 -

10,849 10,849 10,044 11,002 11,379 377

11,399 11,399 10,509 11,462 11,420 ▲42

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和３年度の点検の結果、事業を廃止し令和４年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和３年度の点検の結果、見直しが行われ令和４年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和４年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和３年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２９年度、平成３０年度、令和元年度又は令和２年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２９年度対象」、「平成３０年度対象」、「令和元年度
対象」、「令和２年度対象」と記載する。なお、令和３年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２９年度、平成３０年度、令和元年度又は令和２年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計

一般会計
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様式２

令和３年度新規事業

公正取引委員会

３つを超える場合

施策名：xx-xx ●●●●の推進

0001

0002

0003

0004

0005

0006

0007

0008

0009

施策名：xx-xx ●●●●の推進

0010

0011

0012

0013

0014

0015

一般会計

○○特別会計○○勘定

　　　〃　　○○勘定

担当部局庁

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名
令和３年度
当初予算額

行政事業レビュー推進チームの所見
（概要）

令和４年度
要求額

備　　考 会計区分 項・事項

（単位：百万円）

基金
委託
調査

補助
金等

令和２年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

該当なし



様式３

令和４年度新規要求事業

公正取引委員会

（単位：百万円）

施策名：xx-xx ●●●●の推進

0001
0002
0003
0004
0005
0006
0007
0008

施策名：xx-xx ●●●●の推進

0009 　 　
0010
0011
0012
0013
0014
0015

一般会計
○○特別会計○○勘定
　　　〃　　○○勘定

会計区分

合　　　　　計

事業
番号

事　　業　　名 担当部局庁
行政事業レビュー推進チームの所見

（概要）
備　　考

令和４年度
要求額

項・事項 基金
補助
金等

委託
調査

科学技術関係予算の集計に
向けた分類番号案

該当なし

1/1



様式４

公正取引委員会

令和３年度 令和４年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和３年度の点検の結果、事業を廃止し令和４年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和３年度の点検の結果、見直しが行われ令和４年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和４年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

公開プロセス結果の令和４年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号

令和２年度
補正後予算額

令和２年度
差引き

反映状況

合　　　　　計

執行可能額 執行額

（単位：百万円）

事　　業　　名 備　考

公開プロセス

取りまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

該当なし

1/1



様式５

(単位：事業、百万円）

事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額 事業数 反映額

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「行政事業レビュー対象事業数」は、令和２年度に実施した事業数であり、令和３年度から開始された事業（令和３年度新規事業）及び令和４年度予算概算要求において新規に要求する事業（令和４年度新規要求事業）は含まれない。

注３．「廃止」、「縮減」及び「執行等改善」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和３年度の点検の結果、事業を廃止し令和４年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和３年度の点検の結果、見直しが行われ令和４年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの

　　　　　　　　　　　（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　一般会計と特別会計のそれぞれの事業数を合計した数が「一般会計＋特別会計」欄の事業数と合わない場合がある。

「縮減」

0

行政事業レビュー点検結果の令和４年度予算概算要求への反映状況（集計表）

所　管

一般会計　＋　特別会計 一　　　般　　　会　　　計 特　　　別　　　会　　　計

｢廃止｣｢縮減｣計
令和２年度
実施事業数

｢廃止｣ 「執行等
改善」
事業数

（参考）
令和４年度
要求額

「縮減」
令和２年度
実施事業数

「執行等
改善」
事業数

「廃止」

注５．「(参考)令和４年度要求額」は、行政事業レビューシートの作成・公表の対象となる事業（令和２年度実施事業、令和３年度新規事業、令和４年度新規要求事業）の要求合計額である。

- - - -0 0 -0 4100 -- 10 -

「縮減」 ｢廃止｣「縮減｣計 「廃止」（参考）
令和４年度
要求額

「執行等
改善」
事業数

令和２年度
実施事業数

0

注４．　一般会計と特別会計の両会計から構成される事業については、一般会計及び特別会計ともに記入すること。事業によっては、一般会計と特別会計の両会計から構成されているものがあり、

-- -公 正 取 引 委 員 会 10 0 0 0


